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研究成果の概要（和文）：腰痛は保育労働者に多い筋骨格系障害である。本研究は、保育労働者の腰痛に影響を
与える仕事に関する心理社会的要因を明らかにすることを目的とした。444人の保育労働者を対象者にして、観
察期間1年の前向きコホート研究（追跡研究）を実施した。調査開始時に腰痛があった人のうち、調査開始時に
職場における上司・同僚からの支援（ソーシャルサポート）が少ないと回答した人はそうでない人に比べて1年
後に腰痛が持続する確率（調整済みオッズ比）が2.43倍高いことが統計学的に明らかになった。職場の人間関係
という心理社会的要因が腰痛の持続の原因になることが示された。

研究成果の概要（英文）：Low back pain (LBP) is a common work-related musculoskeletal disorder in 
childcare workers. The purpose of this study was to identify work-related psychosocial 
characteristics affecting LBP among them. A prospective cohort study with a 1-year observation 
period was conducted with 444 childcare workers. Among those who suffered from LBP at the baseline 
of the study, those who reported low social support from their supervisors and coworkers at work at 
the baseline were statistically 2.43 times more likely to suffer from LBP one year later than those 
who did not. Human relationships at work were shown to be a cause of persistent LBP in childcare 
workers.

研究分野： 産業保健

キーワード： 作業関連性筋骨格系障害　仕事に関連する心理社会的ストレッサー

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
腰痛の原因には身体的要因（肥満、他の整形外科的疾患）だけでなく、心理的な要因もあると考えられてきた。
本研究は、職場の上司・同僚の支援という仕事に関する心理社会的要因が腰痛の持続の原因になることを明らか
にした。腰痛の有病率が高い保育労働者における腰痛予防のため、職場の人間関係を良くするという心理社会的
要因の改善が効果的である可能性を示すものである。
本研究では他の仕事に関する心理社会的要因が腰痛の持続におよぼす影響や、仕事に関する心理社会的要因が腰
痛の新規発症をもたらす可能性は明らかではなかった。対象者数が少なかったために見いだせなかった可能性な
どもあるため、さらなる研究が必要である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
 腰痛は保育園労働者によくみられる筋骨格系障害であり、保育士の健康や労働安全に影響を
およぼす。日本では、Tsuboi ら[1]が保育士における腰痛の有病率を約 43.0％と報告したほか、
Yamamoto-Kataoka らが 83.7％と報告している[2]。 
 筋骨格系障害の持続と発症には、身体的要因と心理社会的要因の両方が重要な役割を果たす
と考えられている。この関係について、保育士を対象とした研究はほとんど行われていなかった。
そのため、保育士を含む労働者の腰痛の予後にどのような仕事に関連する心理社会的な要因が
影響するかは不明なままであった。 
 
 
２．研究の目的 
 保育士における腰痛の持続および発症に影響する仕事に関連する心理社会的な要因を明らか
にすること。 
 
 
３．研究の方法 
 観察期間 1 年間の前向きコホート研究を実施した。対象者を名古屋市とその近郊にある 36 保
育園から募った。446 人の参加者のうち、腰痛に関する回答が無かった 2 人を除いた 444 人を
調査開始時の対象者とした。そのうち 361 人（81.3％）が 1 年後の追跡調査に参加した。調査
データは質問紙調査法により収集した。 
 腰痛の有無は、「現在、どの部位に腰痛があるか？」という質問により判定した。(1)腰だけ痛
い、(2)腰と背中が痛い、(3)痛みが腿やお尻にまでひびく、(4)ひざから下にもしびれや痛みがく
る、(5)腰だけでなく肩、頸、腕なども痛い、の 5 つの回答選択肢それぞれに対して「はい」ま
たは「いいえ」で回答を得た。いずれかの選択肢に「はい」と答えた人を腰痛ありと定義した。
調査開始時と追跡調査時の両方ともに腰痛ありの被験者を腰痛の持続あり、調査開始時に腰痛
はなかったが追跡調査時に腰痛があった者を腰痛の新規発症ありと定義した。 
 腰痛の痛みの強さは、NRS（Numerical Rating Scale）スコアで評価した。NRS によって評
価される痛みの程度は 0 から 10 までであり、0 は痛みを感じないことを示し、10 は被験者が想
像しうる最悪の痛みを示す。腰痛が日常生活におよぼす影響は、RDQ (Roland-Morris Disability 
Questionnaire)日本語版を用いて評価した。立つ、歩く、座る、着替える、働くなどの日常生活
に関する 24 個の障害に対して「はい」と回答した数がスコアとなる。スコアが高いほど、日常
生活における障害の程度が悪いことを意味する。腰痛が仕事に与える影響については、以下のい
ずれかを選択してもらうことによって評価した：(1)時々休業（休暇等）しないと仕事ができな
い、(2)時々休憩しないと仕事ができない、(3)休憩を取るほどではないがかなり痛い、(4)ときど
き軽い痛みを感じる、(5)仕事を休んだり休憩をとりたいがとれない、(6)痛みはない。 
 仕事に関連する心理社会的腰痛の評価には、デマンド・コントロール・サポート(Demand-
Control-Support: DCS)モデルと努力報酬不均衡(Effort-Reward Imbalance: ERI)モデルを使用
した。両モデルは仕事に関連する心理社会的な要因と様々な健康上の懸念との間の関連性を検
証するために多くの先行研究で使用されてきた。DCS モデルは要求度(demand)、コントロール
(control)、ソーシャルサポート(social support)の 3 つの次元から仕事に関連する心理社会的な
要因を説明する。ジョブストレイン(job strain)は、要求度とコントロールの比率として定義され
る。高いジョブストレインとは、高い要求度と低いコントロールが組み合わさった状態である。
ソーシャルサポートは職場における上司や同僚との有益な社会的相互作用と定義される。努力
報酬不均衡モデルでは、努力に対して金銭、尊敬、機会、雇用の安定などの面で十分な報酬が得
られない状態を努力報酬不均衡と定義する。オーバーコミットメントとは、仕事に関連したスト
レスフルな状況や感情に対応する機能不全的な対処法に関連する個人的特性である。 
 調査開始時の高いジョブストレイン、低いソーシャルサポート、努力報酬不均衡、オーバーコ
ミットメントと腰痛の持続・新規発症との関連を統計学的に検定した。腰痛の持続・新規発症の
罹患率を計算した後、年齢、性別、職業（保育士、調理師、事務・その他）、雇用形態（正職員）、
不規則勤務の有無、肥満度(body mass index: BMI)、喫煙状況（現在喫煙者）を調整した多重ロ
ジスティック回帰分析を用いて、調整オッズ比を計算した。すべての対象者を追跡調査すること
ができなかったため、追跡調査に参加した人と参加しなかった人の間で調査開始時の特性を比
較した。 
 
 
４．研究成果 
結果 
 調査開始時の対象者 444 人の平均年齢は 34.5 歳、89.6%が女性、85.6%が保育士、87.4%が正職
員、81.8%が不規則勤務ありであった。BMI の平均値（標準偏差）は 21.3、現在喫煙者は 6.5%い
た。このうち、腰痛ありの者は 270 人(60.8%)であった。その NRS と RDQ のスコアの平均値（標
準偏差）はそれぞれ 3.6（2.0）、1.7（2.7）であった。腰痛が仕事に与える影響について、最も
多い回答は「時々軽い痛みを感じる」(74.4%)であった。 
 調査開始時に腰痛があった 270 人のうち、208 人が 1 年後の追跡調査で腰痛の有無を回答し



た。そのうち 176 人（84.6％）が、1年後の追跡調査で腰痛の持続があった。調査開始時の低い
ソーシャルサポートは、腰痛の持続と関連していた。調査開始時にソーシャルサポートが低かっ
た人は、そうでない人に比べて、腰痛の持続の罹患率が高かった（89.9％対 80.0％）。その調整
オッズ比は 2.43（95％信頼区間：1.01-5.87）であった。調査開始時の高いジョブストレイン、
努力報酬不均衡、オーバーコミットメントは、腰痛の持続と統計学的に有意な関係を示さなかっ
た。 
 調査開始時に腰痛がなかった 174 人のうち、150 人が 1年後の追跡調査で腰痛の有無を回答し
た。そのうち 45人（30.0％）が 1年後の追跡調査で腰痛の新規発症があった。調査開始時の高
いジョブストレイン、低いソーシャルサポート、努力報酬不均衡、オーバーコミットメントは、
腰痛の新規発症と統計学的に有意な関係を示さなかった。 
 調査開始時に腰痛があった人のうち、追跡調査に参加しなかった人は、参加した人よりも調査
開始時に低いソーシャルサポートを報告する頻度が高かった（69.5%対 53.7%、p < 0.05）。その
他の特性は、追跡調査に参加した人と参加しなかった人の間に統計学的に有意な差はなかった。
調査開始時に腰痛がなかった人のうち、追跡調査に参加しなかった人は、参加しなかった人より
も腰痛の仕事への影響について「激しい痛みはない」と報告する頻度が高かった（69.1％ vs. 
63.6%, p < 0.05）。 仕事に関連する心理社会的な要因を含むその他の特性は、追跡調査に参加
した人と参加しなかった人の間に統計学的に優位な差はなかった。 
 
考察 
 今回の前向きコホート分析の結果、低いソーシャルサポートは腰痛の新規発症には影響しな
かったが、持続には影響した。その他の心理社会的な仕事特性、すなわち、高いジョブストレイ
ン、努力報酬不均衡、オーバーコミットメントは、腰痛の持続・新規発症との有意な関連は示さ
なかった。 
 低いソーシャルサポートは、腰痛の持続に影響した。一般に、保育士が仕事をする上で上司や
同僚と良好なコミュニケーションをとることは、例えば、子どもの世話や食事の準備、子どもへ
の事故や怪我を避けるために不可欠である。ゆえに、ソーシャルサポートが低いことは、保育士
が効果的かつ安全に仕事を遂行する上で有害なストレス要因となり、腰痛のようなストレス反
応を起こすと考えられる。一方、他の職種の従業員を対象とした前向きコホート研究では、ソー
シャルサポートの低さが腰痛におよぼす影響について一貫した結果は得られていない。これは、
仕事中に必要とされるソーシャルサポートのレベルが職業によって異なるためと考えられる。
また、本研究では、腰痛の新規発症に低いソーシャルサポートは影響しなかった。今後、保育士
だけでなく他の職種についても、ソーシャルサポートが腰痛におよぼす影響をより詳細に検討
する必要がある。 
 高いジョブストレイン、努力報酬不均衡、オーバーコミットメントのいずれも、腰痛の持続・
新規発症に関連しなかった。これには、調査開始時にこれらを有する者が少なく、サンプル数が
少なかった可能性も考えられる。より大きなサンプル数で研究を行うことが理想的であったか
もしれない。既存の前向きコホート研究では、他の種類の労働者において高いジョブストレイン
が腰痛の持続・ 新規発症に影響をおよぼさないことが明らかにされている[3-7]。その一方、ド
イツの保育士において努力報酬不均衡が腰痛と関連していることが示された[8]。これは、保育
士における腰痛の予測要因を検討するために努力報酬不均衡モデルを適用した唯一の研究であ
る。他の種類の労働者における腰痛の発症に対する努力報酬不均衡の影響については、結果がま
ちまちであった [9, 10] 。オーバーコミットメントが保育士を含む労働者の腰痛の持続・新規
発症に影響をおよぼすかどうかを取り上げた選考研究はなかった。保育士の腰痛の持続・新規発
症に高職務負荷、ERI、オーバーコミットメントがおよぼす影響を明らかにするためには、さら
に研究が必要である。 
 本研究における腰痛の程度についても考察する。調査開始時の NRS スコアと RDQ スコアは比
較的低かった。仕事への影響については、調査開始時に腰痛があった者の約 4分の 3が、時々軽
い痛みを感じていた。つまり、今回の研究対象者の腰痛の重症度は、多くは低～中等度であった
と思われる。重症の腰痛で仕事に支障がある人は、本研究に参加しなかった可能性がある。その
ため、仕事に関連する心理社会的な要因が腰痛におよぼす影響は、本研究では過小評価されてい
る可能性がある。 
 本研究における腰痛の定義について考察する。腰痛の定義が研究によってしばしば異なると
いう方法論上の懸念が指摘されているが、本研究で腰痛の定義に用いた「現在、どの部位に腰痛
があるか？」という質問の妥当性は先行研究などで検証できていない。本研究で使用した質問と
その回答の選択肢は、腰痛の部位、症状、期間を把握している。この質問で重症度を求めること
はできていないが、他の質問で痛みの強さ、腰痛による日常生活の障害、腰痛による仕事への影
響などを評価した。したがって、本研究での腰痛の定義は妥当であったと考える。腰痛には、そ
の持続期間によって、急性腰痛と慢性腰痛の 2種類がある。本研究では、対象者にいつ腰痛が発
生したのか、腰痛がいつまで続いたのかを尋ねていないため、急性腰痛と慢性腰痛を区別するこ
とができていない。持続的な腰痛は、慢性腰痛とイコールではないかもしれない。調査開始時に
腰痛があった人が、しばらくして腰痛から回復したが、追跡調査時に急性腰痛が再発したといっ
たことがあるかもしれない。 
 今回の結果を解釈する際に考慮すべきいくつかの研究上の限界がある。今回の調査対象者は



調査時に働いていた者のみであり、病気またはその他の理由による欠勤者は含まれていない。病
気やその他の理由で欠勤した人は、より重症な腰痛を有していた可能性がある。追跡調査の不参
加率、すなわち調査開始時に腰痛があった者の 22.6％、腰痛がなかった者の 12.6％について考
慮する必要がある。調査開始時に腰痛を有していた参加者のうち、追跡調査に参加しなかった参
加者は、追跡調査に参加した参加者よりも低いソーシャルサポートを報告する頻度が高かった
（69.5%対 53.7%、p<0.030）。このことは、低いソーシャルサポートが腰痛の持続におよぼす影
響を過小評価する可能性につながる。本研究では腰痛の原因を特定していない。ほとんどの症例
は筋骨格系に起因すると考えられるが、例外があるかもしれない。 
 
本研究の詳細は以下の論文にて発表した。 
Xuliang Shi, Megumi Aoshima, Tadayuki Iida, Shuichi Hiruta, Yuichiro Ono, Atsuhiko Ota. 
Psychosocial work characteristics and low back pain in daycare (nursery) workers in 
Japan: a prospective cohort study. 
BMC Musculoskeletal Disorders 2022: 23; 1055. 
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